
  
 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編 ビジョン編 
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第１章 目的と位置づけ 

 

１．計画の目的 

 

札幌市内の企業は、９９％以上が中小企業1であり、札幌経済を下支えしていることから、その

振興を目指すことを目的として『札幌市中小企業振興条例2』（以下「条例」という。）を平成２０

年（２００８年）４月に全面改正しました。 

条例には、「市は条例で定める基本理念にのっとり、中小企業振興施策を総合的に策定し、及び

実施しなければならない。この場合において、中小企業者等の実態を的確に把握するとともに、

中小企業者等の意見を適切に反映するよう努めなければならない。」と明記されています。 

このことに加え、札幌市が将来にわたって発展するためには、企業・市民・行政が中長期的な

視点から、産業振興の目指す姿やその実現に向けた方向性を共有することが重要であることから、

札幌市は、平成２３年（２０１１年）１月に、令和２年度（２０２０年度）までの産業振興の方向

性を示す計画として、『札幌市産業振興ビジョン』（以下「産業振興ビジョン」という。）を策定し

ました。 

そして、平成２９年（２０１７年）１月には、社会経済情勢の変化に対応するために令和４年

度（２０２２年度）を最終計画年度とする『札幌市産業振興ビジョン改定版』（以下「産業振興ビ

ジョン改定版」という。）として改定し、札幌市は適時適切に産業振興を進めてきたところです。 

しかしながら、令和３年（２０２１年）に札幌市は初めて人口減少に転じ、時代の転換期を迎

えました。また、少子高齢化の更なる進行による人口減少や労働力不足といった課題が顕在化し

ている状況に加え、デジタル化の進展、気候変動やＳＤＧｓ3への対応、ＧＸを契機とした経済活

性化の推進の動き、新型コロナウイルス感染症をきっかけとした社会変容、不安定な世界情勢な

ど社会経済情勢も大きく変化しています。さらに、今後は北海道新幹線の札幌延伸や都心の再開

発など、札幌のまちのリニューアルに資する絶好の機会も控えています。 

こうした変わりゆく社会経済情勢に的確に対応しながら、札幌経済を持続的に発展させていく

ため、次なる１０年の産業振興の方向性を示す『第２次札幌市産業振興ビジョン』（以下「第２次

産業振興ビジョン」という。）を策定します。 

 

 

 
1 中小企業：経営規模が中小規模の企業。中小企業基本法で中小企業者の範囲が定められている（中小企業政策における基本

的な政策対象の範囲を定めた「原則」であり、法律や制度によって「中小企業」として扱われている範囲が異なる）。なお、小

規模企業も中小企業に含まれる。 
2 札幌市中小企業振興条例：中小企業を取り巻く経済的、社会的環境の変化等を踏まえ、中小企業の振興に関する基本理念を

定めるなど、札幌市の施策の基本となる事項を定めたもの。中小企業者等への助成に対する指針等を定めていた旧条例（昭和

39 年(1964 年)制定）を見直し、中小企業の振興に関する基本理念等を定める条例として平成 20 年(2008 年)に施行。 
3 SDGs： 平成 27 年(2015 年)９月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」に記載された、令和 12 年(2030 年)までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。 
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２．位置づけ 

 

第２次産業振興ビジョンは、条例に基づき策定する中小企業振興施策の総合的な計画であり、

札幌市のまちづくりの計画体系では最上位に位置づけられる『第２次札幌市まちづくり戦略ビジ

ョン』（以下「第２次まちづくり戦略ビジョン」という。）の方向性に沿った、産業振興部門の個

別計画となります。 

第２次産業振興ビジョンの構成は、第１編をビジョン編として、目的や札幌市の現状と課題、

ビジョン体系を示します。また、第２編を施策編として、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン・

アクションプラン２０２３（以下「アクションプラン２０２３」という。)等の事業と連動させる

形で、今後５年間で実施する予定の主な施策を掲載します。 
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３．対象 

 

札幌経済を持続的に発展させるためには、市内企業の９９％以上を占め、札幌経済を支える中

小企業を振興することが重要であり、こうした認識を、企業はもちろんのこと、まちづくりの担

い手である市民や行政も共有することが大切です。 

加えて、社会経済情勢に的確に対応しながら札幌経済が成長するためには、イノベーション4を

生み出していくことが重要ですが、そのためには、大学等が持つ知識や研究成果を活用した課題

解決や新たな技術を生み出すことが必要であることから、更なる産学官5連携の活性化が不可欠で

す。 

このことから、札幌市の産業振興の担い手であり、産業振興の方向性を共有することが必要な

企業（大企業を含む）、経済団体、研究機関（大学を含む）、市民、行政を第２次産業振興ビジョン

の対象とします。 

 

４．計画期間 

  

第２次産業振興ビジョンの計画期間については、中長期的な札幌市の産業振興の方向性を示す

ために、第１編ビジョン編を令和５年度（２０２３年度）から令和１４年度（２０３２年度）ま

での１０年間とします。また、第２編施策編は、アクションプラン２０２３等の事業と連動させ

る必要があることから、令和５年度（２０２３年度）から令和９年度（２０２７年度）までの５

年間とします。 

このため、令和９年度（２０２７年度）を目途として、社会経済情勢の変化を踏まえながら第

２編を中心に第２次産業振興ビジョンの改定を予定しています。 

 

 

  

 
4 イノベーション：革新的な技術や発想によって新たな価値を生み出し、社会に大きな変化をもたらす取組。 
5 産学官：産業界（民間企業）、学校（教育・研究機関）、官公庁（国・地方公共団体）の三者。 
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第２章 札幌市の現状 

 

１．産業振興ビジョン改定版（前ビジョン）の実施状況 

 

札幌市では、産業振興ビジョン改定版で設定した産業振興の目的、基本理念、基本的な視点、

５つの重点分野と３つの横断的戦略からなる施策展開の方向性に沿って産業振興を進めてきたと

ころです。 

第２次産業振興ビジョンを策定するにあたって、これまでの取組の実施状況や課題を振り返り

ます。 

【産業振興ビジョン改定版 体系図】 
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(1) 産業振興ビジョン改定版の主な取組 

ア 重点分野 

（ア）札幌を含めた北海道経済の成長をけん引する「観光」、「食」分野 

 観光分野では、北海道の観光拠点としての役割を担うべく、さっぽろ雪まつりのほか、

夜景・夜間観光推進強化事業として夜景を軸とした夜間観光コンテンツの充実に取り組

み、夜間観光の魅力の向上を図るなど、札幌らしい観光コンテンツ6の充実を進めてきま

した。また、国内外への戦略的なプロモーションによる観光誘致の推進、外国人観光客

の増加を見据えた公衆無線ＬＡＮ等の受入環境の充実、ＭＩＣＥ7誘致の推進に取り組み

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

こうした取組などにより、観光地としての総合満足度は４０％を超え、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大前である平成３０年度（２０１８年度）までは年間来客数も順

調に増加基調となりました。しかしながら、令和２年度（２０２０年度）以降の年間来

客数は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により大幅に減少しており、早期に札幌観

光を復活させる取組が求められていますが、コロナ禍を契機として、これまでとは異な

る旅行ニーズや持続可能性への意識の高まりが加速するなどの変化が生じており、今後

は単にコロナ禍前の状態への回復を目指すのではなく、こうした変化への対応が求めら

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
6 観光コンテンツ：観光スポットやイベント・体験など、観光客をひきつける魅力的な素材のこと。 
7 MICE：多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。Meeting（企業等の会議）、Incentive Travel/Tour（企業

等の行う報奨・研修旅行）、Convention（国際機関・団体・学会が行う国際会議）、Exhibition/Event（展示会/イベント/見本

市・イベント等）の頭文字をとったもの。 

ホワイトイルミネーション 

ストックホルム大聖堂大雪像 

©ＨＢＣ北海道放送 
さっぽろホワイトイルミネーション 

資料：来札観光客満足度調査（札幌市） 資料：来札観光客数調査（札幌市） 
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食分野では、食ブランドを通じた観光振興やインバウンド向け商品・サービスの開発

などの観光客等への消費拡大に向けた支援に加え、道内１次産業者と市内の２次・３次

産業者が連携した商品開発への支援、海外物産展・展示会への出展、輸出手続きに対す

る助言等の国内外への販路拡大の推進、市民のニーズに即応した多様な農産物の生産・

流通・販売の支援による札幌らしい都市農業の振興等に取り組みました。 

 こうした取組などにより、食料品製造業の製造品出荷額は増加傾向にあり、引き続き

食の魅力を生かしたブランド力の向上に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、特に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けた観光、食分野を支

援するため、国や北海道の施策に加え、札幌市独自で宿泊需要を促進するキャンペーン

の「サッポロ割」や、購入型クラウドファンディング8を活用したプレミアム付き食事券

の発行等の消費喚起策を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8 購入型クラウドファンディング：起案されたプロジェクトに対して支援者が金銭的な支援をし、支援者はそのリターンとし

てモノやサービスを得る仕組みのこと。 

購入型クラウドファンディングを活用した 

プレミアム付き食事券 

サッポロ割 

展示会における北海道ブースの様子 資料：工業統計調査（経済産業省）、 

経済センサス（総務省・経済産業省） 
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（イ）今後の成長が期待される「環境（エネルギー）」、「健康福祉・医療」分野 

環境（エネルギー）分野では、新製品・新技術開発支援事業を通じて、環境エネルギー

に関する技術開発支援のほか、高断熱・高気密住宅の普及や省エネルギー改修の促進を

通じた環境技術を生かした製品の需要拡大、次世代自動車9の活用促進等による環境負荷

低減に配慮したまちづくりを通じた振興に取り組んできました。 

健康福祉・医療分野では、若手研究者等による基礎研究や企業との共同研究の支援等

によりバイオテクノロジー10を生かした研究開発の支援を行ってきました。また、医療関

連産業集積促進事業において、医療機関と研究者や企業の連携を促進する交流イベント

等を実施したほか、国内外の企業との商談機会の提供、医療関連分野への新規参入や共

同研究を促すセミナー、政令指定都市では初となるライフサイエンス11分野に特化した官

民連携地域ファンドの設立などを通じ、研究環境の整備と産業集積の促進を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした取組などにより、市内のエネルギー消費量は減少傾向にあります。また、札

幌のバイオ12関連企業の売上高は１，０００億円を超えて推移するなどの成果が出ていま

す。脱炭素社会の実現には、引き続き環境エネルギーに関する技術開発の促進が必要で

あるとともに、健康福祉・医療分野では、札幌に大学・研究機関が多く集積する強みを

生かし、研究開発支援や産業集積に資する環境整備の強化に取り組み、更なる振興を進

めることが重要です。 

 

 
9 次世代自動車：窒素酸化物や粒子状物資等の大気汚染物質の排出が少ない、または全く排出しない、燃費性能が優れている

などの環境に優しい自動車のこと。燃料電池自動車、電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動車の４種類に分類され

る。 
10 バイオテクノロジー：生物学を意味するバイオロジーと技術を意味するテクノロジーの合成語で、生物の持つ能力や性質を

利用し、「生きる(健康・医療)」「食べる(食料・農林水産)」「暮らす(環境・エネルギー)といった人々の暮らしに役立たせる技

術のこと。 
11 ライフサイエンス：生物体と生命現象を取扱い、生物学・生化学・医学・心理学・生態学のほか社会科学なども含めて総合

的に研究する学問。 
12 バイオ：バイオテクノロジーの略。 

札幌市の環境エネルギーに関する

技術開発支援を活用した機器 
札幌イノベーションファンド設立に係る式典の様子 
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（ウ）投資を呼び込むとともに全産業を高度化させる「ＩＴ・クリエイティブ」分野 

ＩＴ13分野では、産学官連携により平成２８年（２０１６年）から発足した「札幌市イ

ノベーション推進コンソーシアム14」や「Ｓａｐｐｏｒｏ ＡＩ Ｌａｂ15」の活動等を通

じ、ＩｏＴ16、人工知能（ＡＩ）等の革新的なＩＴ技術の普及啓発やビジネス創出支援、

ＩＴ技術と他産業におけるニーズを融合した独自の製品・サービスの創出等により、Ｉ

Ｔ技術を活用した産業の高度化を図るとともに、海外商談会等への参加の支援等により

ＩＴ産業の海外展開を促進しました。また、ＩＴ産業人材確保支援事業を通じて、ＵＩ

Ｊターンフェアや道内学生に向けた就職フェア等を実施し、人材確保支援に取り組みま

した。 

クリエイティブ分野では、ＮｏＭａｐｓ17の開催支援によるイノベーションの誘発や、

札幌フィルムコミッション18の運営を通じた映像産業の振興のほか、インタークロス・ク

リエイティブ・センター19（ＩＣＣ）事業を通じた、ＩＣＣを活用したクリエイターと他

産業の連携促進等に取り組み、他産業企業のクリエイティブ活用事例を多く生み出して

います。 

 

 

 

 
13IT：Information Technology の略で、情報処理、情報技術のこと。 
14 札幌市イノベーション推進コンソーシアム：北海道内の大学の最先端かつ広範な研究開発と意欲的な IT 企業群という二つの

札幌の強みを融合し、AI 等の先端技術を活用したイノベーションの創出と相互発展を目的に平成 28 年（2016 年）に発足した

産学官連携組織。 
15 Sapporo AI Lab（札幌 AI ラボ）：「AI の社会実装を先導する都市さっぽろ」の実現を目指し、札幌市イノベーション推進コ

ンソーシアムの専門部会として平成 29 年（2017 年）に設立した産学官連携組織。AI を活用した新たなビジネス創出の促進等

を目的として、AI 人材の育成や AI を活用したビジネス創出の支援などの活動を行っている。 
16 IoT：Internet of Things の略で、あらゆる“モノ”に高度な通信機能が組み込まれ、インターネットで相互に情報伝達で

きるようになること。 
17 No Maps：北海道を舞台に、新しい価値を生み出す大きな枠組み。クリエイティブな発想や技術によって、次の社会・未来を

創ろうとする人たちのための交流の場（コンベンション）。 
18 札幌フィルムコミッション：さっぽろ産業振興財団が運営。全国に 109 団体(平成 30 年(2018 年時点))あるフィルムコミッ

ションの北海道ブロック長として、北海道全域での撮影における道内の各自治体への連絡窓口になっている。 
19 インタークロス・クリエイティブ・センター（ICC）：コンテンツ産業の振興を目的として、クリエイターや企業などの新た

なビジネスの創出を支援する施設。 

資料：「札幌市気候変動対策行動計画」進行管理報

告書(２０２１年速報値・２０１８確定値-資料編-)

（札幌市） 

資料：札幌市 
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こうした取組などにより、ＩＴ・コンテンツを活用して高付加価値をつけようと思っ

ている市内企業の割合が３０％を超えるなど、ＩＴ・クリエイティブ分野による全産業

の高度化が進んでいます。一方で、人材の価格競争が激化しているＩＴ分野においては、

人材確保をへの支援を一層強化していくことが必要であり、クリエイティブ分野におい

ては、今後も、他産業企業におけるクリエイティブの活用促進を通じてクリエイティブ

産業のマーケットを拡大させることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 

Ｓａｐｐｏｒｏ ＡＩ Ｌａｂの様子 
ＮｏＭａｐｓの様子 

ＮｏＭａｐｓの様子 
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イ 横断的戦略 

（ア）札幌経済を支える中小・小規模企業への支援 

市内中小・小規模企業の経営基盤の強化と付加価値20の向上を図るため、経営や融資等

に関する相談機能の充実、金融機関との連携による低利な融資制度の運用等による資金

面での下支え、新製品・サービスや新技術開発支援を行ったほか、特に、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響を受けた市内企業の事業継続を支援するため、事業者向

けワンストップ相談窓口の設置や融資制度の拡充等に取り組みました。 

また、商業活動の活性化と流通機能の強化を図るため、商店街の活性化に関する支援

や空き店舗などを活用した商店街区での開業支援、道内各地の現地メーカーと市内卸売

企業の商談機会の創出支援等のほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって停

滞した地域経済の活性化のため、市内商業者グループの販売促進活動に対する支援等の

消費喚起策を行いました。 

このほか、企業の海外展開支援を通じて外需獲得の促進に取り組む外需獲得・海外展

開支援事業や、市内企業の関心が高い香港や台湾などの地域を中心としたコーディネー

ターの配置や国際ビジネス人材の育成支援等により、海外からの積極的な需要獲得策を

推進により、企業の海外展開を促進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした取組などを進めてきたところですが、新製品・新技術の開発や新分野進出に取

り組むと答える企業の割合は伸び悩み、グローバル化への取り組みを行っている企業の

割合も減少傾向にあることから、新たな需要の獲得といった札幌経済の成長を進めるた

めの取組を強化することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
20 付加価値：生産過程で新たに付け加えられる価値。総生産額から原材料費と機械設備などの減価償却分を差し引いたもの。 

商店街のイベントの様子 

資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 

新型コロナウイルスに係る事業者

向けワンストップ相談窓口 
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（イ）札幌経済を発展させる新たな企業の創出 

企業立地の促進や立地環境の魅力向上を図るため、札幌市東京事務所と連携し、札幌

市の立地環境や優遇制度に関する情報発信を積極的に行ったほか、魅力あるオフィス環

境の創出、工場や物流施設等の立地環境整備に取り組みました。 

また、創業の促進のため、創業志望者や創業者向けの講座の実施、経営相談窓口の運

営、創業者に対する低利な融資制度の構築等、創業者向けの成長ステージに応じたきめ

細やかな支援を行ったほか、市内で活躍する女性起業家と起業を目指す女性の交流の場

の創出等による女性の起業促進、札幌市産業振興センタースタートアッププロジェクト

ルーム21の運営等を通じた創業環境の整備に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした取組などにより、誘致施策を活用した立地企業数や札幌市特定創業支援等事

業22の修了証明書発行件数は、順調に増加傾向にあるなどの成果が出ています。今後も雇

用の創出や地域の活性化に寄与する企業の誘致や創業を一層促進させるため、札幌の快

適な住環境などの強みを生かした戦略的な誘致プロモーションのほか、相談体制の充実

や資金繰りの支援に取り組むことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
21 スタートアッププロジェクトルーム：創業間もない個人や企業が入居可能な、専門家の経営相談を受けることができるイン

キュベーション施設（令和５年４月から、名称を「Sapporo Business VILLAGE」に変更）。 

22 札幌市特定創業支援等事業：札幌市又は認定連携創業支援事業者が創業希望者等に行う、継続的な支援で、経営、財務、人材

育成、販路開拓の知識が全て身につく事業。 

市の優遇制度を活用した「セガ札幌スタジオ」の立地 

資料：札幌市 資料：札幌市 

スタートアッププロジェクトルームの様子 
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（ウ）札幌経済を担う人材への支援 

企業活動の源となる人材の確保と育成のため、中小・小規模企業の採用力・人材育成

力の強化や、建設、製造、介護などの職種に応じたマッチングのほか、市内企業のワー

ク・ライフ・バランス23の普及促進による女性が働きやすい職場環境の整備等を進めてき

ました。 

また、若者の地元定着を支援するため、さっぽろ圏内の中小企業を対象に職場実習を

通じた就労支援や奨学金返還の支援を実施したほか、ＵＩＪターン24の推進により道外か

らの人材の呼び込みにも取り組みました。 

加えて、女性の多様な働き方を支援する相談窓口「ここシェルジュＳＡＰＰＯＲＯ」

の運営やシニアワーキングさっぽろ25の開催等を新たに実施し、女性、高齢者、障がい者

の就労を促進してきたほか、女性活躍に向けた働き方改革サポート事業では、企業に対

し女性が働きやすい環境づくりへの支援に取り組んで来ました。 

 

 

 

こうした取組などを進めてきたところですが、若年層の道外への転出超過数は依然と

して増加しているほか、人材を確保できていると答えた企業の割合は、低い水準で推移

している状況であることから、企業における多様な人材が活躍できる環境整備を強化し

ていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
23 ワーク・ライフ・バランス：やりがいのある仕事と充実した個人生活が調和したバランスの良い働き方・生き方。社会を持

続可能で確かなものにするのに不可欠とされている。 
24 UIJ ターン：大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称のこと。Uターンは出身地に戻る形態、I ターンは出身地以外の

地方へ移住する形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移住する形態を指す。 
25 シニアワーキングさっぽろ：高齢者と企業とのマッチング支援を目的とした、主に 60 歳以上のシニア層を対象とした体験付

き仕事説明会。 

ここシェルジュＳＡＰＰＯＲＯ 

資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 

さっぽろ圏奨学金返還支援事業 
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(2) 産業振興ビジョン改定版の数値目標達成状況 

産業振興ビジョン改定版においては、産業振興の目的である「雇用の場の確保･創出」「企

業・就業者の収入増加」に沿って、「市内従業者数」「市内企業の売上高」の２つを数値目標

として設定していました。 

市内従業者数について、令和３年（２０２１年）は８７２，７７９人となり、目標値の９

００，０００人を下回る結果となりました。 

道外への転出超過数は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により抑制され、女性

や高齢者の就業率26も上昇した一方で、生産年齢人口27の減少が続いたことが大きな要因とな

り、従業者数の総数も減少したものと考えられます。 

市内企業の売上高については、令和３年（２０２１年）の市内企業の売上高は２１兆４，

２５７億円で、産業振興ビジョン改定版における市内企業の売上額の目標値の１６兆８，５

００億円を上回る結果となりました。 

これは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う外出自粛要請の影響により、宿泊業・

飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業は売上高が減少した一方で、巣ごもりの影響

による卸・小売業の売上高の増加のほか、少子高齢化の進行や健康志向の高まりによって医

療・福祉の売上高が増加したことなどが要因と考えられます。 

今後も、生産年齢人口の減少が続くことが予想される中、札幌経済を持続的に発展させて

いくためには、雇用の受け皿を確保していくことはもちろんですが、更なる多様な人材の活

躍が不可欠となるほか、生産性の向上を通じて、企業の稼ぐ力を高めることが重要です。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の平成２８年（２０１６年）と当初値を比

較した場合でも、市内従業者数については、８３８，９１１人と目標値には届いておらず、

上述のとおり、生産年齢人口の減少が大きな要因となっていることが考えられます。一方で、

市内企業の売上高は、２１兆１，６２３億円と目標値を上回っており、これは、少子高齢化

の進行に伴うニーズの高まりなどにより医療・福祉が増加したほか、外国人観光客数の増加

等に伴う消費の拡大による卸・小売業の増加などが要因と考えられます。 

 

【産業振興ビジョン改定版の数値目標、達成状況】 

数値目標

の項目 

当初値 

(２０１４年） 

目標値 

（２０２１年） 

実績値 

（２０２１年） 

参考値 

(２０１６年) 

市内 

従業者数 

８５８，０００人 ９００，０００人 ８７２，７７９人 

 

８３８，９１１人 

市内企業

の売上高 

１５兆７，７９４

億円 

１６兆８，５００

億円 

２１兆４，２５７

億円 

２１兆１，６２３ 

億円 

注：経済センサス（総務省・経済産業省）に基づく設定 

 

 

 
26 就業率：15 歳以上の人口のうち、従業者と休業者を合計した者の割合。 
27 生産年齢人口：15 歳以上～65 歳未満の人口。 
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(3) 総括 

産業振興ビジョン改定版の５つの重点分野「観光」、「食」、「環境（エネルギー）」、「健康福

祉・医療」、「IT・クリエイティブ」は、一部で新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

を受けていますが、集中的な産業振興施策の取組等を通じ、各分野の振興が進んでいます。 

一方、全産業において取り組むこととした横断的戦略については、新たな企業の創出にお

いて立地企業の増といった成果が出ているものの、札幌経済を支える中小・小規模企業への

支援において、新製品・新技術の開発や新分野進出、グローバル化に取り組む企業が伸び悩

んでいるほか、札幌経済を担う人材への支援において、人材を確保できている企業が低い水

準で推移しているなど課題が残っています。 

産業振興の目的の実現に向けて設定した数値目標については、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大に伴う巣ごもり需要等の影響により市内企業の売上高は目標値を達成しましたが、

生産年齢人口の減少を主な要因として市内従業者数の成長は鈍化し、目標値を下回りました。 

今後も生産年齢人口減少が見込まれる札幌市において、持続的に発展していくためには多

様な人材の活躍による担い手の確保に加え、生産性向上による稼ぐ力の底上げが求められま

す。 
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２．札幌市の特徴 

 

(1) 札幌市の魅力 

ア 地域特性 

札幌市は年間約５ｍの降雪がありながら、パリ（フランス）やミュンヘン（ドイツ）、バ

ルセロナ（スペイン）といった世界的に有名な大都市と同クラスの約１９７万人の人口を

有する都市です。また、約８割の緑被率28を誇り、緑豊かな自然環境が広がっているととも

に、地下鉄やＪＲなどの公共交通ネットワークが整備されていることに加え、大学などの

研究機関やＩＣＴ関連企業、医療機能が集積しており、世界でも類をみない自然と都市機

能が共存する特徴を持った北の拠点都市です。 

 

 

 

イ 豊かな食 

北海道は広大な土地と冷涼な気象条件、更には四

方を海で囲まれた立地環境を背景に農業や漁業を基

幹産業の一つとして発展し、食料自給率29は全都道府

県の中で１位となっており、北海道産の農畜水産物

が国内の食を支えています。また、札幌市にはその

新鮮でおいしい北海道の「食」が多く集まり、国内外

の人々を魅了しています。 

 

 

 

 

 
28 緑被率：一定の広がりの地域における、樹林・草地、農地、園地などのみどりで覆われる土地の面積の割合。自然度を表す

指標の一つ。 
29 食料自給率：国内の食料消費が、国内の生産でどの程度まで賄えるか示す指標。我が国に供給されている食料のカロリー(熱

量)合計のうち、国産で賄われたカロリーがどのくらいあるかを示す「カロリーベース」自給率と、生産額で示す「生産額自給

率」がある。 

北海道産の食材 
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ウ 充実した観光資源 

北海道は、雄大な自然環境や豊富な食などを有し、東京都、大阪府についで宿泊者数が

多い人気の観光地となっています。また、札幌市は北海道観光における中心都市であり、

年間を通じて多彩なイベントが開催され、まちににぎわいが創出されているとともに、食

やショッピングなどの都市観光に強みを持ち、交通アクセスの利便性も高いことから、例

年多くの観光客が訪れています。 

札幌市の観光地としての総合満足度は国内客・海外客共に高い数値となっており、観光

客から魅力的なまちとして評価されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：来札観光客満足度調査、外国人個人観光客動態調査(札幌市) 

観光地としての総合満足度 

もいわ山ロープウェイ 大倉山 

資料：宿泊旅行統計調査 (観光庁) 

※ 海外客は、令和２年度(２０２０年度)以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、調査なし 
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資料：地域ブランド調査２０２２(株式会社ブランド総合研究所) 

資料：シティ・ブランドランキング-住みよ

いまち２０２２- (日経ＢＰ総合研究所) 

項目 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 

魅力度 札幌市 京都市 函館市 横浜市 小樽市 

居住意欲度 横浜市 神戸市 札幌市 京都市 鎌倉市 

観光意欲度 札幌市 函館市 京都市 小樽市 横浜市 

食品想起率 札幌市 夕張市 仙台市 函館市 宇都宮市 

 

市区町村の魅力度ランキング 

エ 住みやすいまち 

札幌圏30は関東圏・近畿圏と比べて通勤・通学時間が短いほか、賃貸住宅の家賃やオフィ

ス賃料が他都市と比べても低く、ゆとりある都市生活が可能です。 

民間調査機関による「住みよいまち」の都道府県庁所在地別ランキング２位になるなど、

全国的に高い評価を受けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 魅力あるまちのブランドイメージ 

令和２年（２０２０年)１月に、全国の自治体で初めて、国際的に認知されている環境性

能評価システム「ＬＥＥＤ31」のカテゴリの一つ「ＬＥＥＤ ｆｏｒ Ｃｉｔｉｅｓ ａｎｄ 

Ｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓ」において、最高評価に当たる「プラチナ」の認証を取得しまし

た。 

また、民間調査機関による魅力度ランキングで１位になるなど、全国的に高い評価を受

けており、特に観光意欲度や食品想起率32などが高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
30 札幌圏：ここでいう札幌圏とは、札幌市に加え、行政、経済、環境などの様々な分野において札幌市と結び付きの強い近隣

市町村を含んだ圏域をいう。当該近隣市町村としては、小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当

別町、新篠津村、南幌町や長沼町が挙げられる。 
31 LEED：Leadership in Energy and Environment Design の略。米国グリーンビルディング協会が開発・運用する環境性能評

価システム。 
32 食品想起率：産品を思い浮かぶことができる割合。 

順位 自治体名（都道府県名） 

１ 福岡市（福岡県） 

２ 札幌市（北海道） 

３ 熊本市（熊本県） 

４ 横浜市（神奈川県） 

５ 金沢市（石川県） 

都道府県庁所在地別ランキング 
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(2) 人口の動向 

ア 人口推移 

国勢調査によると、北海道の人口が平成７年（１９９５年）をピークとして減少に転じ

る一方で、札幌市においては、死亡数が出生数を上回る「自然減少」が拡大する中、それ

を上回る社会増加（転入超過）が一貫して続いたことから、人口は増加を続け、令和２年

（２０２０年）で１９７万３千人となりました。 

しかしながら、少子高齢化の更なる進行に伴い、自然減少が社会増加を上回ったことか

ら、住民基本台帳に基づく令和３年（２０２１年）人口は、戦後初めて減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 

資料：住民基本台帳（日本人のみ）（札幌市） 
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資料：札幌市の人口動態（住民基本台帳による） 

（日本人のみ）（札幌市） 

イ 人口の将来見通し 

札幌市の人口は、令和２年（２０２０年）の１９７万人をピークとして、令和４２年（２

０６０年）までに３８万人減少していくことが予測されます。 

特に、経済活動を主に支える生産年齢人口（１５歳～６４歳）は、令和２年（２０２０

年）の１２１万人から令和４２年(２０６０年)には８１万人となり、４０万人減少する見

込みであり、将来の経済活動の担い手となる年少人口（１５歳未満）も２２万人から１３

万人となり、８万人減少する見込みとなっています。一方、６５歳以上の人口は、令和２

年（２０２０年）の５５万人から令和４２年（２０６０年）には６５万人となり、１０万

人増加する見込みです。 

このことから、今後、少子高齢化が更に進行すると、総人口に対する生産年齢人口の比

率は令和２年（２０２０年）の約６割から令和４２年（２０６０年）には約５割まで低下

することが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 転出入の状況 

札幌市の転出入の状況をみると、対道内間では、ほとんどの年代で転入超過となってお

り、特に、１５歳から２４歳の年代が最も多い状況です。これは、高校・大学への進学や

就職を理由として、道内各地から市内への転入によるものと推察されます。 

一方、対道外間においては、特に、２０歳から２９歳の年代で転出超過が多い状況とな

っています。主な要因としては、大学を卒業するタイミングで、首都圏等に就職すること

等が推察されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：札幌市の将来推計人口

（令和４年推計）（札幌市） 
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 (3) 経済の動向 

ア 市内総生産 

札幌市の令和元年度（２０１９年度）の市内総生産額33は７兆６，１００億円（名目値。

平成２７年暦年基準の実質値で７兆４，５３０億円）で、増加基調にあり、実質経済成長

率についても、近年は全国平均と同水準で推移し、プラス成長を見せていました。 

しかしながら、令和２年度（２０２０年度）以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響から、市内総生産額は減少することが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市民１人当たりの市内総生産額をみると、令和元年度（２０１９年度）で３８６

万円となっており、全国平均（４５９万円）を大きく下回っているほか、他の政令指定都

市と比較しても低い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
33 市内総生産額：一定期間内に市内で生み出された付加価値額の総額。経済を総合的に把握する統計資料として用いられ、実

際に取引されている価格に基づいて推計された「名目」と、物価変動の影響を取り除いた「実質」がある。 

※さいたま市、相模原市、静岡市、熊本市は県民経済計算を作成・公表していない。 

資料：県民経済計算（内閣府） 

 

資料：札幌市民経済計算（札幌市）、道民経済計算（北海道）、国民経済計算（内閣府） 
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【TOPIC 一人当たり GDP】 

 一定期間内に国内で生産されたモノやサービスの付加価値の合計額を国内総生産（ＧＤＰ）

といいます。付加価値は、モノやサービスを販売したときの価値から、原材料や流通費用を差

し引いた価値のことで、「儲け」を意味します。そのため、国内総生産は「国内でどれだけの

儲けが生み出されたのか」を表す指標となります。 

 国内の人口が多ければそれだけ生産され消費されるモノやサービスが多くなりますので、Ｇ

ＤＰは大きくなる傾向にあります。そのため、その国の「稼ぐ力」「国民の生活水準」を推し

量るために、ＧＤＰを国の人口で割り返した「一人当たりＧＤＰ」が使用されます。 

 なお、２０２１年における日本の一人当たりＧＤＰは、３９，３０１ドルで、Ｇ２０の中で

は７位、Ｇ７の中では６位です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国際通貨基金（ＩＭＦ） 
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イ 市民所得 

札幌市の令和元年度（２０１９年度）の市民所得34は５兆７，６９１億円で、平成２３年

度（２０１１年度）から右肩上がりに増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし、市民１人当たりの市民所得をみると、令和元年度（２０１９年度）では２９３

万円となっており、全国平均（３３４万円）を大きく下回り、他の政令指定都市と比較し

ても低い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
34 市民所得：市内外で生産活動にたずさわった市民（個人のほか、企業、団体等を含む。）に賃金、利潤、地代などの形で分配

された所得。 

資料：札幌市民経済計算（札幌市） 

※さいたま市、相模原市、静岡市、熊本市は県民経済計算を作成・公表していない。 

資料：県民経済計算（内閣府） 
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ウ 地域経済循環率 

生産された付加価値が所得へ分配され、分配された所得を用いて支出が行われることで

所得が生産に還流されます。この地域内での所得の循環を「地域経済循環」といいます。 

札幌市における地域経済循環は、主に企業の設備投資等（支出）によって所得が地域外

へ流出しています。 

その結果、外から稼ぐ所得よりも外へ流出する所得の方が多くなり、地域経済の自立度

を示す指標である地域経済循環率（生産(付加価値)÷分配(所得)）は、９４．４％（平成

３０年（２０１８年））となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 総括 

豊かな食や充実した観光資源等の多くの魅力をもつ札幌市ですが、令和３年（２０２１年）

から人口減少となり、今後ますます生産年齢人口の減少が見込まれるなか、若年層の道外流

出に歯止めがかかってない状況です。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、市内総生産の減少が見込まれ

ているほか、一人当たりの市内総生産や市民所得が他の政令指定都市と比較して低い水準に

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム） 
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【TOPIC 地域経済循環の重要性】 

 地域経済の持続可能性を高めるには、地域内で生み出された所得を地域内で循環させる地域

経済循環が重要となります（下図参照）。 

 地域内で行われる生産・販売活動により生み出された所得が地域内の企業や雇用者に分配さ

れ、その所得が地域内の消費や投資に支出されることで生産活動に還流される、こうした地域

経済循環を続けることで地域内で生み出される所得は増大していきます。 

 人口減少によって域内における需要は縮小していくことが予見されますが、生産超過したモ

ノやサービスなどを地域外に移輸出し、所得を域外から獲得することができれば、域内に循環

する所得が増えていきます。 

 しかし、単に域外からの需要を獲得するだけで、発生した需要を満たすための生産を域内資

源で賄うことができなければ、原材料等の供給を域外に依存する量がそれだけ増加してしま

い、原材料等の移輸入によって域内で循環していた所得が流出してしまいます。 

 また、域内における完全な自給自足が望ましいわけではなく、地域で強みを持つ分野におい

て効率的に生産・販売活動を行い移輸出し、地域内で需要はあるが効率的に生産することが難

しいモノやサービスについては、効率的に生産している他地域から移輸入することが、地域の

内外全体にとって効率的な経済活動となります。 

 このことから、①域外から所得を獲得する、②域内の所得流出を防ぐ、③地域資源を有効利

用することが、持続可能な経済成長には重要です。 
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３．札幌市の産業等の現状 

 

(1) 産業の動向 

ア 産業構造  

札幌市の産業構造は、全国平均と比べて第１次産業と第２次産業の割合が低く、第３次

産業の割合が高くなっています。 

業種別でみると事業所数、従業者数ともに、卸売業・小売業、医療・福祉、宿泊業・飲食

サービス業が多く、この３業種で札幌市内の事業所数、従業者数のほぼ半数近くを占めて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 

資料：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 
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イ 域際収支 

域際収支とは、市外への販売額（移輸出）と市外からの購入額（移輸入）の差です。これ

により、札幌市において、市外から稼いでいる産業、需要が市外に漏れている産業が分か

ります。 

札幌市の域際収支は、業種別にみると商業やサービス業の黒字額が大きい一方、製造業

の赤字額が大きく、総額で３，９６９億円の赤字となっています。 

 

 

また、市内需要に占める移輸入率と移輸出率を産業部門別にプロットすると、移輸出率

も移輸入率も低い「域内自給型」に属する産業が多く、移輸入率が低く移輸出率が高い（≒

外から稼ぐことができる）「移輸出型」に属する産業が少ない現状にあります。 

域内自給型に属する産業について、営業活動等を通した域外での販売率向上と、それに

耐えうる供給を域内で調達可能にするための生産性向上が達成できれば、移輸出型産業が

増加し、域際収支の黒字化に繋がります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成２７年札幌市産業連関表(札幌市) 

資料：平成２７年札幌市産業連関表(札幌市) 
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 (2) 企業活動の動向 

ア 事業所数・従業者数の推移 

札幌市内の事業所数は、令和３年（２０２１年）で約７２，０００所、従業者数は約８

７万人となっており、平成２４年（２０１２年）から事業所数は減少したものの従業者数

は増加しています。 

また、札幌市内の企業の９９％以上が中小企業となっており、札幌経済は中小企業によ

って支えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

イ  開業・廃業率 

札幌市における平成２８年(２０１６年)から令和３年（２０２１年）における開業率は

６．４％、廃業率は６．３％となっており、特に廃業率については、全国平均の４．７％よ

りも高く、また、他の政令指定都市と比較しても高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業, 

99.5%

大企業, 0.5%

札幌市の中小企業の割合

（平成28年度）

資料：中小企業・小規模事業者の数

（中小企業庁） 

資料：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 

資料：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 
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ウ 景況感 

市内企業の景況感は、平成２０年（２００８年）のリーマンショック35以降、順調に回復

してきましたが、令和２年（２０２０年）に新型コロナウイルス感染症の感染拡大によっ

て、リーマンショックとほぼ同水準まで下降しました。 

その後、令和３年（２０２１年）以降、国や地方自治体等による経済対策や行動制限の

緩和等の影響により、景況感は上昇しています。 

 

エ 市内企業の経営上の問題点 

市内企業の経営上の問題点は、平成２９年度（２０１７年度）から令和元年度（２０１

９年度）にかけては「人手不足」の回答が最も多くみられましたが、新型コロナウイルス

感染症の感染が拡大した令和２年度（２０２０年度）から「売上不振」が取って代わりま

した。 

その後、令和３年度（２０２１年度）からは国際的な経済活動の再開やロシア・ウクラ

イナ情勢の緊迫化等によって物価の高騰等が始まり、「諸経費の増加」「仕入れ価格の上昇」

「人手不足」と回答する企業の割合が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
35 リーマンショック：平成 20 年(2008 年)に発生した国際的な金融危機の引き金となった米国の投資銀行の経営破綻とその後

の株価暴落などのこと。 

資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 

景気動向指数の推移(札幌市) 

市内企業の経営上の問題点の推移 

北海道拓殖銀行の経営破綻 リーマンショック 

資料：札幌市企業経営動向調査（札幌市） 
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 (3) 雇用・労働の動向 

ア 就業者数の推移 

札幌市の就業者数の推移をみると、国勢調査によれば平成７年（１９９５年）以降は概

ね横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 就業率の推移 

札幌市の就業率の推移をみると、国勢調査によれば平成７年（１９９５年）から減少を

続けており、男性においては平成７年（１９９５年）から平成１７年（２００５年）にか

けて大幅に減少しその後も減少傾向にありますが、女性は平成１７年（２００５年)以降緩

やかな上昇傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（総務省） 

資料：国勢調査（総務省） 
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ウ 女性と高齢者の就業率 

就業率を他の政令指定都市と比較すると、６５歳以上の高齢者では最下位となっており、

女性も低い水準となっています。 

 

 

エ 外国人労働者 

外国人労働者数は年々増加し、令和元年（２０１９年）に過去最多の９，３３０人とな

りましたが、令和２年（２０２０年）以降は新型コロナウイルス感染症の感染拡大による

入国制限等の影響を受けて一時的に減少し、令和４年（２０２２年）には再び増加に転じ

ています。 

 

 

 

 

 

 

資料：外国人雇用状況の届出状況（北海道労働局） 

資料：国勢調査（総務省） 
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オ 有効求人倍率 

札幌市を含む札幌圏36の有効求人倍率37は近年増加傾向にあり、令和元年度（２０１９年

度）には１．１２倍と１倍を上回っていました。 

しかし、令和２年度（２０２０年度）に新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を

受けた経済活動の停滞等により、０．８５倍と１１年ぶりに下落しました。 

その後、令和３年度（２０２１年度）も０．８６倍と引き続き低い水準に留まっていま

すが、リーマンショックの影響を受けた平成２１年度（２００９年度）の０．３０倍ほど

の落ち込みにはなっていません。 

 

 

 

(4) 総括 

産業構造において大きな割合を占める第３次産業によって地域外から所得が流入していま

すが、それ以上に第１次、第２次産業において移輸入に依存していることで流出している所

得が大きくなり、札幌市の域際収支総額は赤字となっています。 

また、市内企業の９９％以上を中小企業が占めるなか、直近では物価の高騰などの影響に

より諸経費の増加や仕入れ価格の上昇が経営上の問題点として上位に挙げられています。 

加えて、多くの企業において人手不足の課題感が継続、かつ深刻化しているなか、労働者

側からみると、就業率は減少傾向にあり、高齢者と女性の就業率が低い状況にあります。 

 

 
36 札幌圏：ここでいう札幌圏とは、札幌市、江別市、北広島市、石狩市（浜益区を除く）、当別町、新篠津村を指す。 
37 有効求人倍率：公共職業安定所に申し込まれている有効求職者数に対する有効求人数の割合。 

資料：雇用情勢さっぽろ(北海道労働局) 
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４．札幌市の産業を取り巻く環境の変化 

 

(1) 世界、国内における社会経済情勢 

ア 新型コロナウイルス感染症を契機とした社会変容 

新型コロナウイルス感染症は世界中に甚大なる影響を与えました。令和２年（２０２０

年）１月１５日に国内で最初の感染者が確認されて以降、国内でも感染が急速に拡大し、

外出自粛要請や飲食店等への休業要請、海外への渡航制限等が行われました。 

感染拡大を防止しながら、社会経済活動を持続させていくことが求められた状況下にお

いては、デジタル化の進展、企業の新たな事業展開の推進、時差出勤や在宅勤務といった

多様な働き方の浸透等といった社会変容が進みました。 

新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが５類感染症となった現状において

も、これらの社会変容への対応が、これからの企業活動に求められています。 

 

 

イ デジタル化の進展 

生産年齢人口の減少による労働力不足が深刻化する中、企業が顧客視点で新たな価値を

創出し続けるためには、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）38の推進が重要とさ

れていましたが、新型コロナウイルス感染症の影響等によりその動きは加速しています。 

また、国はＳｏｃｉｅｔｙ５．０39の実現に向けて、「スマートシティ40」の取組を推進

してきたところですが、令和４年（２０２２年）に「新しい資本主義41」の重要な柱とし

て、デジタル田園都市国家構想を掲げており、地域活性化のためのデジタル技術の社会実

装が進んでいくことが見込まれています。 

 
38 デジタルトランスフォーメーション（DX）：「IT の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」という概

念。経済産業省では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを

基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競

争上の優位性を確立すること」と定義している。 
39 Society5.0：サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社

会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 
40 スマートシティ：地域における ICT 等の新技術を活用したマネジメントの高度化により、都市や地域の抱える諸課題の解決

を行い、また新たな価値を創出し続ける、持続可能な都市や地域。 
41 新しい資本主義：岸田内閣が掲げる、官民が連携することで「成長」と「分配」の好循環を実現し、国民一人ひとりが豊か

で、生き生きと暮らせる社会を目指す考え方。 
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このことから、今後ますますデジタル技術の市場拡大が見込まれるとともに、中小企業

のデジタル化の一層の推進が求められます。 

 

ウ 脱炭素化の実現 

地球温暖化が世界規模の問題として深刻化する中、平成２７年（２０１５年）のパリ協

定42の採択以降、国内外で温室効果ガスの排出量と吸収量の均衡をめざす「脱炭素化（カ

ーボンニュートラル）」の動きが加速しています。国は、令和２年（２０２０年）１０月

に令和３２年（２０５０年）のカーボンニュートラルの実現を宣言するとともに、令和１

 
42 パリ協定：平成 27 年(2015 年)12 月、フランスのパリで開催された「第 21 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）」に

おいて採択された、令和２年（2020 年）以降の温室効果ガス排出削減などを求めた国際的な枠組み 

【TOPIC デジタル田園都市国家構想】 

国が掲げるデジタル田園都市国家構想とは、「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎ

ｇ）と「持続可能な環境・社会・経済」（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）を実現してい

く構想であり、地域の豊かさをそのままに、都市と同じ又は違った利便性と魅力を備え

た、魅力溢れる新たな地域づくりを目指すものです。 

具体的には、「暮らし」や「産業」などの領域で、デジタルの力で新たなサービスや共

助のビジネスモデルを生み出しながら、デジタルの恩恵を地域に届けていくことを目指し

ています。 

 

 資料：デジタル庁 
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２年度（２０３０年度）において温室効果ガス排出量を平成２５年

度（２０１３年度）から４６％削減することを目指しています。 

令和３２年（２０５０年）のカーボンニュートラルの実現は、エ

ネルギー・産業部門の構造転換、大胆な投資によるイノベーション

の創出といった取組を大きく加速することが必要なことから、「２

０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定さ

れ、あらゆる政策を総動員していくことが示されています。 

また、北海道では、豊かな自然や地域資源を利用した再生可能エネルギー43と広大な森

林などの吸収源の最大限の活用により、令和３２年（２０５０年）のゼロカーボン北海道

の実現を目指しています。 

札幌市は、令和２年（２０２０年）２月に国に先駆けて「ゼロカーボンシティ」を宣言

するとともに、令和３年（２０２１年）３月に策定した札幌市気候変動対策行動計画にお

いて、令和３２年（２０５０年）のあるべき姿として、心豊かにいつまでも安心して暮ら

せるゼロカーボン都市「環境首都・ＳＡＰＰ‿ＲＯ」を掲げ、令和１２年（２０３０年）

における温室効果ガス排出量を平成２８年（２０１６年）比で５５％削減することを目指

し、徹底した省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入拡大などに取り組んでいるほ

か、国の脱炭素先行地域44にも選定されています。さらに、令和５年（２０２３年）４月

にはＧ７札幌気候・エネルギー・環境大臣会合が札幌市で開催され、こうした取組を国内

外に発信するなど、脱炭素化の実現に向けた動きが加速しています。 

加えて、企業活動において、パリ協定を契機とした脱炭素化を企業経営に取り込む動き

（脱炭素経営）が世界的に進展しており、サプライチェーン45排出量の重要性が増し、開

示の動きが活発化してきたことから、サプライチェーンの中で温室効果ガスの削減が今後

一層求められることが予想されます。 

 

 
43 再生可能エネルギー：太陽光、地熱、風力、水力、雪冷熱など、エネルギー源として永続的に利用することができるものの

総称。 
44 脱炭素先行地域：令和 32 年(2050 年)のカーボンニュートラルに向けて、令和 12 年度(2030 年度)までに民生部門（家庭部門

及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス

排出削減についても、国の令和 12 年度(2030 年度)目標と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域 
45 サプライチェーン：製品の原材料や部品の調達から販売に至るまでの一連の流れ 

資料：札幌市 

資料：北海道 

資料：経済産業省、環境省 
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【TOPIC グリーン成長戦略】 

国が掲げるグリーン成長政略とは、温暖化への対応を、経済成長の制約やコストとする

時代は終わり、積極的に対策を行うことが、産業構造や社会経済の変革をもたらし、次な

る大きな成長につながるといった経済と環境の好循環を作っていく産業政策のことを指し

ます。成長が期待される１４の重点分野について実行計画を策定し、国として高い目標を

掲げ、その実現を目指す企業の前向きな挑戦を後押しするため、あらゆる政策を総動員し

ています。 

【２０５０年に向けて成長が期待される１４の重点分野】 

 

 

 

エ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の実現、ＥＳＧ投資への注目の高まり 

ＳＤＧｓとは、「誰一人取り残さない」という理念のもと、持続可能で多様性と包摂性

のある社会の実現のため、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットにて全会一致で

採択された、令和１２年（２０３０年）を年限とする１７の国際目標です。ＳＤＧｓは発

展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本

でも積極的に取り組まれています。 

札幌市は、平成３０年（２０１８年）にＳＤＧｓの達成に向けた優れた取組を提案する

「ＳＤＧｓ未来都市」に内閣府より選定されており、その実現に向け、「環境」の取組の

推進を起点とした、「経済」や「社会」への波及を目指しています。 

世界全体がＳＤＧｓの達成を目指す中、これを無視して事業活動を行うことは、企業の

評判や消費者が商品を購入しない等の企業の持続可能性を揺るがす「リスク」をもたらし

ます。一方、企業がビジネスを通じてＳＤＧｓに取り組むことは、企業の存続基盤を強固

なものにするとともに、いまだ開拓されていない巨大な市場を獲得するための大きな「機

会」となり得ます。 

また、企業経営のサステナビリティ46を評価するという概念が普及し、気候変動などを

念頭においた長期的なリスクマネジメントや、企業の新たな収益創出の機会を評価するベ

ンチマークとして、従来の財務情報47だけでなく、環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・社会

 
46 サステナビリティ：持続可能性。長期的に存続し、価値を高めるために、変化する課題や責任に適応する力のこと。 
47 財務情報：企業に関する情報のうち、財務諸表(賃借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書等)によって提供され

る情報のこと。 

資料：経済産業省 
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（Ｓｏｃｉａｌ）・ガバナンス（Ｇｏｖｅｒｎａ

ｎｃｅ）要素も考慮した投資であるＥＳＧ投資

が、ＳＤＧｓと合わせて注目されています。 

このことから、持続可能な企業価値の向上の

観点から、ＳＤＧｓの実現に向けた企業経営に

取り組んでいくことが重要です。 

 

オ 東京一極集中からの地方分散 

従来から、国は「まち・ひと・しごと創生総合戦略48」（現在は「デジタル田園都市国家

構想総合戦略」として改訂）において、地方の人口減少や経済の縮小だけでなく、首都圏

における災害対策といった観点からも大きな課題であることから、東京圏への一極集中の

是正を地方創生の目指すべき将来として取組を進めてきたところです。 

このような中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機として普及したテレワーク

49等の多様な働き方の浸透、経済活動におけるリスク分散等を背景に、本社機能の東京か

らの移転や国によるデータセンター50の地方分散を進める動き等が加速しています。 

札幌市においても、これまで道外への転出超過が課題となっていたことを踏まえ、これ

を機に一段と人や企業等の取り込みを進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 不安定な世界情勢 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に加え、令和４年（２０２２年）に深刻化したウ

クライナ情勢は世界中で社会・経済の分断を生みました。国際化が進んだ世界において、

こうした要因が各国の経済へ与える影響も大きく、経済の不確実性が高まっています。 

 
48 まち・ひと・しごと創生総合戦略：まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する基本的方向性を示し、それらの施

策を戦略的に推進するための計画。 
49 テレワーク：ICT を活用した、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方 
50 データセンター：インターネット用のサーバやデータ通信、固定・携帯・IP 電話などの装置を設置・運用することに特化し

た建物の総称。 

資料：株式会社帝国データバンク 

 



  
 

41 

特に、世界的な原油高、物価高騰に加えて、円安が続いており、札幌市においても、そ

の影響を色濃く受けていることから、短期的な対応はもちろんのこと、中長期的な解決策

が求められています。 

 

キ ２０２５年日本国際博覧会の開催 

令和７年（２０２５年）には日本国際博覧会が大阪・関西万博として開催される予定で

す。テーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」であり、科学技術やイノベーションの力

で、未来を切り拓いていく日本の姿を世界に発信する機会となります。 

経済、社会、文化等あらゆる面において、大阪・関西のみならず、日本全体にとって更

なる飛躍の契機となるものとして期待されています。 
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(2) 札幌市における社会経済情勢 

ア 北海道新幹線の札幌延伸 

北海道新幹線は、令和１２年度（２０３０年度）末に札幌駅までの

延伸・開業が予定されています。 

これにより、札幌・東京間は約５時間で移動できるようになり、在

来線利用時と比較して移動時間が大幅に短縮されます。 

加えて、首都圏や東北、北関東との新たな文化交流や経済交流が促

進されることにより、経済の活性化をはじめとして、北海道内全体に

様々な効果をもたらすことが期待されています。 

 

イ 都心の再開発 

昭和４７年（１９７２年）の第１１回冬季オリンピック競技大会の開催を契機として、

地下鉄や区役所等の公共施設のほか、都心を中心に民間ビルなどが多く整備されました

が、約５０年が経過した現在では、これらの老朽化が進

んでいます。 

加えて、生産年齢人口減少に伴う経済活力の低下や脱

炭素社会実現の必要性、激しさを増す都市間競争への対

応といった、社会情勢の変化への対応が求められていま

す。 

加えて、札幌市は、北海道新幹線の札幌延伸等を背景

に、都心を中心とした再開発が進んでおり、令和１２年

度（２０３０年度）頃には札幌市のまちの姿が大きく変

わることが見込まれています。 

    

ウ スタートアップ・エコシステム推進拠点都市の認定 

札幌市では、多くのスタートアップ51を生み出し、集積させることにより、新たな産業

を創出することを目的に、「ＳＴＡＲＴＵＰ ＣＩＴＹ ＳＡＰＰＯＲＯ」を令和元年

（２０１９年）に開始し、スタートアップに対する多様な取組を展開し

ています。 

 こうした取組が評価され、令和２年（２０２０年）に国の「世界に伍

するスタートアップ・エコシステム拠点形成戦略」におけるスタートア

ップ・エコシステム推進拠点都市52に採択されました。 

 
51 スタートアップ：社会や多くの人々が抱える課題を解決するため、革新的なアイデアや技術を基に、新しい形態のサービス

やビジネスを展開する企業のうち、社会に影響を与えることが期待でき、短期間で急成長を志向するもの。 
52 スタートアップ・エコシステム推進拠点都市：スタートアップやその支援者の一定の集積と潜在力を有する都市のうち、地

方自治体、大学、民間組織などが策定したスタートアップ・エコシステムに関する拠点形成計画について内閣府の認定を受け

たもの。文部科学省、経済産業省その他の関係省庁と連携し、国の補助事業や海外展開支援、規制緩和などを積極的に実施す

る。 

資料：札幌駅交流拠点北５西１・西２地区

市街地再開発組合 

札幌駅交流拠点北５西１・西２地区

における再開発のイメージ 

資料：札幌市 
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国は令和４年（２０２２年）を「スタートアップ創出元年」と位置づけ、「スタートア

ップ育成５か年計画」53を策定し、大規模なスタートアップの創出を目指しています。ス

タートアップ・エコシステム推進拠点都市である札幌市は、その中核拠点の一つとして更

なる取組の推進が国内外から期待されています。 

【TOPIC スタートアップ・エコシステム】 

スタートアップ・エコシステムとは、 

起業家、起業支援者、企業、大学、金 

融機関、公的機関などが結びつき、ス 

タートアップを次々と生み出し、それ 

がまた優れた人材・技術・資金を呼び 

込み、発展を続けることを生態系にな 

ぞらえたものです。 

 

エ ＧＸ実現に向けた産学官金における連携体制の構築 

  令和５年（２０２３年）２月に閣議決定された「ＧＸ54実現に向けた基本方針」では、脱

炭素分野において、今後１０年間で１５０兆円超の官民投資を実現することとしています。 

こうした背景を踏まえ、令和５年（２０２３年）６月に、北海道や札幌市のほか、国の

関係省庁、地元金融機関やメガバンクといった金融機関、大学やエネルギー関連事業者等

が一体となってＧＸの官民投資を北海道・札幌に呼び込むため、産学官金の２１機関から

成るコンソーシアムである「Ｔｅａｍ Ｓａｐｐｏｒｏ－Ｈｏｋｋａｉｄｏ」を設立しま

した。 

今後は、北海道の有する国内随一の再生可能エネルギーのポテンシャルを最大限に生か

し、供給・需要の好循環を生み出すモデル事業を推進するほか、世界の投資を呼び込む効

果的な情報発信を行うなど、世界中からＧＸに関連する資金・人材・情報を北海道・札幌

に集積させることが重要です。 

 

オ 道内における次世代半導体製造拠点の整備 

  令和５年（２０２３年）２月、政府の支援を受け次世代半導体の国産化を目指すＲａｐ

ｉｄｕｓ株式会社は、北海道千歳市を次世代半導体の製造拠点として選定し、令和９年（２

０２７年）の量産開始に向けて整備を進めているところです。 

  このプロジェクトにより、道内においては、巨額の投資に加え、数千人規模の雇用の創

出や半導体関連企業の集積、交流人口の拡大といった様々な効果が期待されています。札

幌市においても、こうした動きを好機として、数多くの教育・研究機関や豊富な人材とい

った札幌市が持つ強みを生かし、関連企業の集積や市内産業の更なる振興、地域経済全体

 
53 スタートアップ育成５か年計画：国内のスタートアップを大幅に増やすための戦略とロードマップを示した計画。令和 9年

(2027 年)までにスタートアップへの投資額を 10 倍増、更に将来において、ユニコーン(企業価値が 1,000 億円を超える非上場

企業)を 100 社、スタートアップを 10 万社創出することを目指している。 
54 ＧＸ：グリーントランスフォーメーションの略。産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギ

ー中心に移行させ、経済社会システム全体を変革すること 

資料：内閣府 
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の発展につなげていくことが重要です。 

 

カ 増加する自然災害等の有事 

札幌市は全国と比較して自然災害発生リスクは少ないものの、自然災害と無縁ではな

く、北海道においては、平成３０年（２０１８年）に北海道胆振東部地震が発生する等、

近年、地震や暴風雨等の自然災害による多大な経済的被害が生じる例が増加傾向にあるほ

か、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は社会・経済に大きな影響を与えました。 

このことから、持続可能な札幌経済の実現のためには、平時から自然災害や感染症等の

有事への対応力をつけていくことが不可欠となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 総括 

世界、国内における社会経済情勢は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会変

容はもちろんのこと、デジタル化の進展、脱炭素化やＳＤＧｓの実現に向けた動きが加速す

る一方で、国際情勢の悪化等に伴う物価の高騰等により経済の不確実性が高まりを見せてい

ます。 

こうした中、札幌市においては、北海道新幹線の札幌延伸や都心の再開発など、まちづく

りにおける大きな転機を控えています。 

加えて、ＧＸ実現に向けた産学官金における連携体制の構築や道内における次世代半導体

製造拠点の整備といった、札幌・北海道に経済社会システム全体の変革となりうる動きが起

こっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：災害年報（北海道） 
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第３章 ビジョン体系 

 

１．全体像 

 

今後１０年間の札幌の産業振興にあたって、第２次産業振興ビジョンでは、第１章、第２章

で示した札幌市の現状や社会経済情勢等を踏まえながら、「産業振興の目的」と市民・企業・行

政が共通の視点に立って産業振興に取り組む上での考え方となる「基本理念」を掲げます。ま

た、基本理念に基づき、中長期的に産業振興施策を実施する上で重要となる「基本的な視点」、

基本的な視点を踏まえつつ社会経済情勢の変化に的確に対応した産業振興の「施策展開の方向

性」を定め、札幌経済の持続的な発展を目指していきます。 

 

 【第２次産業振興ビジョン 体系図】 
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２．産業振興の目的 

 

札幌市が北海道の中心都市として、北海道経済全体の活性化を見据え、様々な外的要因の変化

に対応できる足腰の強い経済基盤を確立するためには、市民に働く機会を提供するとともに、企

業活動の更なる活性化が必要です。 

また、働く人が増え、市民・企業の収入が増えることで、個人・法人市民税等が増加し、市民

サービスが向上していくことは、これまで以上に人や企業が世界中から集まる魅力あふれるまち

づくりの実現に繋がっていくことから、産業振興ビジョン策定当初から、「雇用の場の確保・創

出」、「企業・就業者の収入増加」を産業振興の目的としています。 

現在、少子高齢化の進行等による人口減少やこれに伴う市場の縮小、顕在化する企業の人手不

足、デジタル化の進展、脱炭素化やＳＤＧｓの実現に向けた機運の高まり等、札幌を取り巻く課

題や環境は目まぐるしく変化しています。 

このような状況にあっても、社会経済情勢の変化に的確に対応しながら、更なる雇用の創出と

市民・企業の経済的な豊かさを育むことを通じ、札幌経済の活性化を目指すことの重要性は変わ

りません。 

このことから、第２次産業振興ビジョンにおいても、産業振興の目的を「雇用の場の確保・創

出」及び「企業・就業者の収入増加」とします。 
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３．基本理念 

  

第２次まちづくり戦略ビジョンでは、札幌市が、国内外から活力を呼び込み、人口減少等の成

熟社会における課題をいち早く解決する拠点として、世界をリードし、持続可能で、多様性と包

摂性のある都市を目指すため、目指すべき都市像として、「『ひと』『ゆき』『みどり』の織りなす

輝きが、豊かな暮らしと新たな価値を創る、持続可能な世界都市・さっぽろ」を掲げています。

また、その都市像の実現に向けて、「ユニバーサル（共生）」、「ウェルネス（健康）」、「スマート

（快適・先端）」という３つの「まちづくりの重要概念」と２０の「まちづくりの基本目標」を

定めています。 

産業振興の観点から目指すべき都市像の実現を考えると、今後の人口減少や少子高齢化の進行

に伴う市場の縮小等に対応していくことはもちろんのこと、新型コロナウイルス感染症やウクラ

イナ情勢等のような不確実性を増す社会経済情勢に対するレジリエンス55の向上も不可欠です。 

また、札幌経済を支える働く人の更なる活躍も欠かせません。このためには、働く人のウェル

ビーイング56が向上し、多様な人材が持てる能力を発揮できる環境が求められます。また、市内

企業が様々な課題を乗り越え、持続可能な企業活動を行うことのできる経営基盤を築くことが重

要です。 

さらに、新しい時代にふさわしい豊かな暮らしと新たな価値を生み出していくためには、今ま

で以上に、国内外から多様な企業や人材が集まり、交わる場が求められます。 

加えて、将来にわたって札幌経済を発展させていくためには、多様な主体のもと、北海道新幹

線の札幌延伸や都心の再開発などの機会を的確に捉え、新しい活力を創出していくことも重要と

なります。 

このことから、市制１００周年を迎えた札幌市が次なる１００年の礎となるまちづくりを進め

ていくにあたって、企業・市民・行政が共通の視点に立って産業振興に取り組む上での考え方で

ある基本理念を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
55 レジリエンス：強靭さ。回復力や復元力、弾力性とも訳される。困難な状況にもかかわらず、しなやかに適応して生き延び

る力。 
56 ウェルビーイング：身体的、精神的、社会的に、良好な状態になること。 

第２次産業振興ビジョンの基本理念 

持続可能な経営基盤と新たな活力で次へと繋ぐ  

Ｎｅｘｔ Ｃｉｔｙ Ｓａｐｐｏｒｏ 
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【参考 第２次まちづくり戦略ビジョンの全体像】 

 

 

 

 

 

  

まちづくりの基本目標 

子ども 

若者 

スポ-ツ 

文化 
経済 

安全 

安心 
地域 

生活 

暮らし 

都市 

空間 
環境 ・ ・ ・ ・ 
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４．基本的な視点 

 

新たな時代を見据え、基本理念に基づいた中長期的な施策展開を考える上で必要な視点として

以下の４点を定めます。 

 

基本的な視点１ 道内連携の推進 

札幌の魅力である豊かな自然や食等は、その多くが北海道の魅力そのものであり、札幌の

魅力を高めていくためには、北海道の魅力の源である道内市町村との連携が欠かせません。 

また、北海道が持つ豊かな資源と、札幌が持つ都市機能やブランド力を結び付けることを

意識することも重要です。 

このことから、道内１７８市町村と相互

に補完し合う関係を構築することはもとよ

り、北海道との連携を強めるとともに、「さ

っぽろ連携中枢都市圏57」の各市町村が持つ

強みを生かし、札幌市が道都として北海道

経済をけん引する役割を担いながら、施策

を展開していきます。 

 

基本的な視点２ 産学官連携の活性化 

変化する社会経済情勢に的確に対応し、社会課

題の解決と経済成長の両立を実現するためには、

北海道をはじめとする公的機関や先進的な技術を

有する企業、大学・研究機関等のほか、経済団体

や金融機関といった様々な関係機関との共創によ

り、持続的なイノベーションを創出することが不

可欠です。 

このことから、時代に即した新たな価値を生み

出す社会基盤を構築するため、産学官連携の活性

化を積極的に進めながら、施策を展開していきま

す。 

 

 

 

 

 
57 さっぽろ連携中枢都市圏：札幌市と近隣 11 市町村(小樽市、岩見沢市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別

町、新篠津村、南幌町、長沼町)によって形成され、それぞれのまちの特性を生かし、密接な連携と役割分担のもと、暮らしや

経済に役立つ様々な取組を行う。 



  
 

50 

基本的な視点３ 道内循環の拡大と道外需要の開拓 

   人口減少等により道内市場の縮小が見込まれる中においても、札幌経済の発展を北海道経

済全体の活性化に結び付けていく必要があります。そのためには、地産地消58の拡大と、海

外を含めた道外市場の開拓の推進の両輪が一層不可欠です。 

このことから、広域連携による道内循環の拡大と海外展開の促進等による道外需要の開拓

の２つの観点から、北海道経済の発展を見据えた取り組みを進めます。 

 

基本的な視点４ ＳＤＧｓの実現 

 「札幌市ＳＤＧｓ未来都市計画」において、各種計画の改定に際し、ＳＤＧｓ推進の視点

や趣旨を反映させていくこととしています。 

このことから、第２次産業振興ビジョンでは、将来にわたって持続的な札幌経済の発展を

目指すため、行政はもちろんのこと、市民や企業が一体となってＳＤＧｓの推進を意識しな

がら、産業振興施策を実施していきます。 

 なお、第２次産業振興ビジョン第２編において、各施策についてＳＤＧｓとの関係性を示

します。 

 

  

 
58 地産地消：地域内で生産された農産畜産物等を地域内で消費する考え方。 
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５．施策展開の方向性 

 

前述のとおり、産業振興ビジョン改定版の策定時から現在までの間、札幌の産業を取り巻く環

境は目まぐるしく変化している中、札幌経済を持続的に発展させるためには、この変化に的確に

対応する施策の展開が必要です。 

このことから、札幌市が持つ地域の強みや時代の潮流を捉え、「選択と集中」により新たな経

済成長の原動力を作り出す「重点分野」と、全産業を高度化させるために必要となる共通の手法

となる「横断的戦略」を設定いたします。 

 

(1) 新たな経済成長の原動力を作り出す「重点分野」の振興 

ア 札幌を含めた北海道経済の成長をけん引する「観光」、「食」 

「観光」及び「食」分野は、これまで札幌を含めた北海道経済の成長をけん引してきた

分野であり、様々な産業への波及が期待できる分野であることから、第２次産業振興ビジ

ョンにおいても引き続き重点分野として位置づけます。 

 

(ア) 観光分野 

観光分野の振興は、宿泊・飲食サービス業や運輸業、サービス業、小売業といった様々

な産業への経済波及効果が期待でき、札幌市の観光ＧＤＰ59は、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大前までは、外国人観光客の大幅な増加を背景に、市内総生産を大幅に上

回る伸び率で拡大し、札幌経済をけん引してきました。新型コロナウイルス感染症によ

る観光客数の減少等によって大きな影響を受けた分野ですが、豊富な観光資源を持つ札

幌市は、民間の調査による「全国市町村魅力度ランキング」でも常に上位に位置するな

ど、引き続き、魅力的な都市としても国内で高く評価されており、今後も、札幌・北海

道の魅力を生かし、成長が見込まれる国際観光需要を取り込むことにより、更なる成長

が期待できます。 

また、これまで増加の一途をたどってきた札幌市の人口も減少局面を迎え、市内消費

の減少が懸念される中において、外貨を獲得できる観光分野の重要性は、これまで以上

に高まっています。 

以上のことを踏まえ、引き続き、第２次産業振興ビジョンにおいても、観光分野を重

点分野として定めます。 

 

 

 

 

 

 
59 観光 GDP：観光客の消費のために生産された 財貨・サービスの粗付加価値額 

資料：札幌市民経済計

算より算出(札幌市) 

観光消費の経済効果 
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(イ) 食分野 

北海道は、広大な土地と四方を海で囲まれた立地環境を背景に農業や漁業を基幹産業

の一つとして発展してきており、従前から日本の食料基地としての地位を獲得していま

す。 

こうした中、食分野における国内市場は、人口減少や高齢化により市場規模の縮小が

見込まれていますが、海外市場においては人口増加に伴い市場の拡大が見込まれていま

す。海外では、日本食の人気が高まりをみせており、特にアジアでは北海道の食の需要

が高いことを踏まえると、今後も北海道の食産業の成長が期待されます。 

札幌市は、北海道の食の「一大消費地」であるとともに、一次産品の付加価値を高め

ることができる食料品製造業が多く立地しているほか、北海道内の食関連産業の事業所

数に占める割合が高く、北海道の食の「一大集積地」となっています。食に関する需要

が増加した場合、農業や食料品製造業はもちろんのこと、卸売業、運輸業、小売業等、

様々な産業への経済波及効果が期待できる分野であることから、食分野は札幌経済を支

える重要な分野です。 

以上のことを踏まえ、引き続き、第２次産業振興ビジョンにおいても、食分野を重点

分野として定めます。 

 

 

イ 更なる成長により新たな強みとなる「ＩＴ」、「クリエイティブ」、「健康福祉・医療」 

少子高齢化による人口減少等の社会経済情勢の変化によってニーズが高まっている分野

であり、企業や大学、研究機関等が集積しているといった地域特性や、他産業との融合に

より新たな産業を創出する可能性があることから、「ＩＴ」、「クリエイティブ」、「健康福祉・

医療」を重点分野として位置づけます。 

 

(ア) ＩＴ分野 

札幌市は、昭和６０年（１９８５年）にＩＴ産業の集積に向けた産業団地「札幌テク

ノパーク60」を造成するなど、全国に先駆けてＩＴ産業を振興してきた結果、サッポロ

 
60 札幌テクノパーク：IT 関連産業を育成することを目的に、札幌市が厚別区に整備したソフトウェア技術やシステム技術等の

研究開発型産業団地。 

資料：経済センサス活動調査（総務省・経済産業省） 資料：世界の飲食市場規模の推計 (農林水産政策研究所) 
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バレー61と称される、ベンチャー62やＩＴ企業群を擁する全国有数のＩＴ産業の集積地

となっています。 

少子高齢化による労働力不足が見込まれる中で、市内企業における生産性の向上や競

争力の強化が不可欠であることから、デジタル化を通じて他産業の高度化を図ることが

できるＩＴ産業の重要性は高まっています。 

また、国においても「新しい資本主義」の重要な柱の一つとして「デジタル田園都市

国家構想」を掲げるなど、地方におけるデジタル化を積極的に推進しており、デジタル

化の進展を背景として、国内ＩＣＴ63市場規模は拡大していくことが見込まれているこ

とから、成長性の高い分野でもあります。 

さらに、情報通信業は、労働生産性や売上高総利益率64が高い水準にあり、効率的に

財を生み出すことができ、収益性が高いという特性があります。加えて、第２章のとお

り（Ｐ３０参照）、市内産業の中での移輸出率も高く、域際収支の黒字額が上位である

ことから、地域外から所得を稼ぐ産業でもあります。 

以上のことを踏まえ、ＩＴ分野を重点分野として定めます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
61 サッポロバレー：昭和 51 年(1976 年)に北海道大学が「北大マイコン（マイクロコンピュータ）研究会」を設立したことを

情報ベンチャー元年とし、北海道大学の優秀な技術者による起業等を経て、アプリケーション開発等のＩＴ企業の集積が進ん

だ。 
62 ベンチャー：ベンチャー企業の略称。一般的には革新的な技術やビジネスモデルを用いて新しい事業を興す成長志向の企業

のことを指す。 
63 ICT：Information and Communication Technology の略。情報や通信に関連する科学技術の総称。 
64 売上高総利益率：企業の売上高に対して、売上総利益が占める割合を示す財務指標。 

札幌テクノパーク 

資料：矢野経済研究所「国内企業の IT 投資に関する

調査(２０２２年)」（２０２２年１２月７日発表） 

資料：中小企業庁「中小企業実態基本調査(令和４年確報（令和３年度決算実績）)」 

   ※農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業、保険業、複合

サービス事業、公務、分類不能な産業の企業は調査の範囲外 
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(イ) クリエイティブ分野 

札幌市では、都市と自然が共生する豊かな景観資源と放送局の立地を基盤とした実写

作品等制作のノウハウを有する作り手の集積という強みを生かし、コンテンツ65分野、

特に映画やテレビドラマなどの制作支援に取り組んできました。また、デジタル作品に

ついても、かつてハドソン66が立地していた系譜から、ゲーム開発やＣＧアニメ制作企

業が集積しており、市場の拡大に合わせて、近年、札幌への進出企業も増えており新た

な強みとなっている状況です。国内のコンテンツ市場はおおむね右肩上がりで成長して

おり、インターネットや手軽にコンテンツを視聴できる端末の普及などに伴い、今後も

堅調な市場の拡大が見込まれます。 

また、クリエイティブ産業の一つであるデザインは、商品の見た目を整えるために最

終段階で関与するものという狭義の理解から、企業のブランド構築のための戦略立案・

事業構築といった経営の中心に組みこむべきものであるという理解へと広がっており、

国も「デザイン経営67」という表現でそれを後押ししています。デザイン経営の効果は、

商品の売上向上だけではなく、従業員の定着率の向上など、あらゆる業種が享受し得る

ものです。 

これまでの取組を通じ、札幌市には多方面で活躍するクリエイターが育ってきました。

こうしたクリエイターの更なる成長を後押ししつつ、デザイン経営のパートナーとして

活躍できる環境を整えることで、企業とデザイン産業の同時成長が期待されます。 

クリエイティブ産業68は、ファッション、食、コンテンツ、地域産品、すまい、観光、

広告、アート、デザインなど様々な分野にわたります69。多様な分野の可能性を検討し

つつ、札幌市に強みのあるコンテンツ、デザインに軸足を置きながら施策を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
65 コンテンツ：様々なメディアで流通され動画・静止画・音声・文字・プログラムなどによって構成される情報の中身。 
66 ハドソン：多くの人気ゲームソフトの開発及び販売を手掛けた札幌発祥の企業。 
67 デザイン経営：国（経済産業省）は、平成 30 年(2018 年)に「デザイン経営宣言」を発信。ブランディングやユーザー起点

のサービス開発など、デザインの手法を経営全体に取り入れることの重要性を指摘。 
68 クリエイティブ産業：個人の創造性や技能・才能に由来し、また、知的財産権の開発を通じて富と雇用を創造し得る産業。 
69 クリエイティブ産業の定義：「クリエイティブ産業に係る知的財産権等の侵害実態調査及び創作環境等の整備のための調査

（経済産業省 2012.3）」では、掲出の９分野を範囲と例示。 

41,945 42,290 41,757 41,954 42,112 42,223 42,123 42,058 39,156 41,300 

10,307 9,366 9,208 9,053 8,996 8,546 8,476 8,400 
6,251 5,802 

13,796 14,956 17,174 17,142 19,297 21,320 21,932 21,831 
22,140 

23,389 

1,983 1,826 2,025 2,261 
2,604 2,793 3,312 3,868 

4,891 
5,549 6,629 7,203 

8,245 9,194 
10,378 

12,206 14,480 16,630 
17,567 

21,571 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

コンテンツ別市場規模の推移（国内）

出典｜デジタルコンテンツ白書2022

（億円）

動画

音楽/音声

ゲーム

静止画/テキ
スト

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広告
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(ウ) 健康福祉・医療分野 

国内において高齢化が進行する現状において、社会保障費の拡大が財政を圧迫する要

因になるとともに、労働力の減少に伴う経済活動の停滞が懸念されています。このよう

な中、札幌市は政令指定都市比較で６５歳以上の高齢者の割合が高く、市内の医療機関

や介護サービス業等の事業所数、従業者数も増加を続けているところであり、高齢化に

よる課題に直面している都市であるといえます。 

高齢化が進む背景を踏まえ、国は国民の健康寿命の延伸と新産業の創出等を通じ、「経

済活性化」と「あるべき医療費・介護費」の実現を目指しており、健康予防等の健康福

祉・医療関連産業の需要が今後も増加していくことが予想されます。 

また、札幌市は、冷涼な気象条件や豊かな自然、豊富な農水産資源、更には高度な都

市機能を有するなど、研究を行うのに適しており、バイオ関連の研究や開発がしやすい

環境にあります。加えて、北海道大学や札幌医科大学等の医療系、薬学系、保健系の大

学が立地しているほか、北海道立総合研究機構や産業技術総合研究所などの研究機関も

集積しており、病気の予防や治療、創薬に係る先端的な研究が豊富に存在し、これらを

基にしたベンチャー企業の立地もみられます。 

さらに、経済界においても、札幌商工会議所が医療を軸に、ＩＴ、食、観光などを組

み合わせた産業集積を目指す「Ｍｅｄｉｃａ

ｌ Ｃｌｕｓｔｅｒ Ｃｉｔｙ Ｓａｐｐｏ

ｒｏ（ＭｅＣＣＳ）構想」を掲げ、その実現を

目指すべく、産学官連携のもと取組が進めら

れています。 

このことから、地域課題でもある高齢化へ

の対応、大学や企業等の持つ研究機能の集積

といった特性を生かしていくことのできる健

康福祉・医療分野を重点分野として位置づけ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＭｅＣＣＳフォーラム（２０１７年１２月開催） 

資料：The Bioeconomy to 2030 (ＯＥＣＤ) 

資料：医療・ヘルスケアにおけるデジタル活用等

に関する現状及び調査事業 (経済産業省) 
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(2) 全産業を高度化させるために必要となる共通の手法となる「横断的戦略」 

ア 札幌経済を支える中小・小規模企業への支援 

札幌市内の企業の９９％以上が中小・小規模企業であり、雇用の創出や税収の面におい

ても重要な役割を果たすなど札幌経済を支えています。 

このことから、第２次産業振興ビジョンにおいて、「札幌経済を支える中小・小規模企業

への支援」を横断的戦略に位置づけます。 

 

(ア) 経営基盤の強化と付加価値や生産性の向上 

一般的に、大企業と比較して、中小・小規模企業は経営基盤が弱いことから、資金や

人材等、新たな事業展開を図るための経営資源が不足するなどの経営課題を抱えていま

す。 

このため、少子高齢化の進行等による人口減少やグローバル化の進展等による競争の

激化などの構造変化に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やウクライナ情勢の

悪化等の社会経済情勢の変化が与える影響を受けやすく、これらに耐えうるよう経営基

盤を強化していくことが必要です。 

また、札幌市は他の政令指定都市と比較して市内企業の労働生産性が低い水準にあり、

中小・小規模企業が、付加価値の向上や生産性の向上により一層取り組んでいくことも

必要になります。 

こうしたことを踏まえ、経営基盤の強化と、付加価値や生産性の向上に取り組む中小・

小規模企業の支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県民経済計算（内閣府） 
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(イ) 商業活動の活性化と流通機能の強化 

商業活動・流通機能は、市民生活の維持において必要不可欠な基盤となっているもの

です。また、札幌市が道内最大の人口を有する一大消費地であるとともに、北海道内の

流通の中核的な拠点である大谷地流通業務団地や札幌市中央卸売市場を抱えているこ

とを背景に、市内の小売業・卸売業は、事業所数や従業者数、市内総生産額が産業別で

最も多く、札幌経済を支える重要な産業となっています。 

加えて、外国人観光客によるインバウンド消費の獲得や国内外への輸出など、外貨を

稼ぐ上で欠かせない産業という側面も持ちます。 

また、商業者が市内の一定の街区の中で集積している商店街は、地域住民の買い物の

場のみならず、地域コミュニティ活動の担い手としても必要不可欠な存在です。 

こうしたことを踏まえ、市民生活を支え、北海道・札幌市の経済基盤を強固なものと

するため、商業活動の活性化と流通機能の強化により一層取り組みます。 

 

(ウ) 海外からの積極的な需要獲得策の推進 

第２章のとおり、札幌市の域際収支は赤字となっていることから（Ｐ３０参照）、域

外に所得が流出している現状であることに加え、人口減少に伴い、市内・道内・国内に

おける市場規模が縮小していくことが懸念される状況において、今後の地域経済の発展

のためには、人口増加や経済成長を続ける海外から更なる需要を獲得していくことが重

要となります。 

このことから、海外からの積極的な需要獲得策の推進に取り組みます。 

 

イ 札幌経済を発展させる新たな企業や価値の創出 

札幌経済が今後も持続的に発展していくためには、既存の市内企業の活躍はもちろんの

こと、雇用機会の創出や産業の高度化等に資する新たな企業が創出されることが必要です。

加えて、札幌経済の成長と持続可能なまちづくりを進めるためにも、地域課題を解決する

イノベーションを生み出していくことが重要となります。 

このことから、札幌経済を発展させる新たな企業や価値の創出を横断的戦略に位置づけ

ます。 

 

(ア) 企業立地の促進 

札幌市は、国内有数の大都市でありながら、豊かな自然環境と快適な住環境等を有す

るという魅力があります。また、多くの教育機関を有し、道内から豊富な人材が集まる

まちです。さらに、首都圏との距離が離れているため同時被災のリスクが極めて低く、

地震や台風などの自然災害リスクも他地域と比べて低い環境となっています。 

このような地域特性を生かしながら、更なる雇用機会の創出や産業の高度化、地域経

済の活性化を図るために、企業立地を促進します。 
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(イ) 創業の促進 

中小企業白書２０２２によると、国内の開業率は他の主要先進国よりも低い状況にあ

ります。また、内閣府の「日本経済２０２０―２０２１」によると、開業率の高い国は

ＧＤＰ成長率も高い傾向にあることから、活発な創業は経済成長を促す可能性があるも

のと考えられています。 

特に、市民一人当たり市内総生産額が低く、他政令指定都市と比較して稼ぐ力が弱い

札幌市においては、活発な創業を通じ、革新的な技術等が市場に持ち込まれる機会を増

やすことで、札幌経済をけん引する成長力の高い企業を生み出していくことが重要です。 

札幌経済が将来にわたって発展していくために、イノベーションの源泉である大学等

研究機関が集積するとともに、オフィス賃料が低廉であるなど、ビジネスコストの面で

の優位性等を生かしながら、より一層、創業を促進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：全国地震動予測地図２０２０年版(地震調査研究推進本部) 

今後３０年以内に震度６以上の地震が発生する確率 

資料：中小企業白書２０２２ 



  
 

59 

(ウ) 新たな価値を生み出すシステムの構築 

人口減少による市場の縮小や新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、社会経済情

勢が変わりゆく状況において、地域経済を持続可能な形で発展させていくためには、

様々な課題を解決できる強固な経営基盤と国際競争に打ち勝ち、次世代の需要を獲得し

ていくことが必要です。 

その実現に向け、新たな価値を生み出すためには、企業間の競争力だけではなく、多

様な企業、人材、大学等が持つ技術やノウハウ等を共有し、連携しながら、イノベーシ

ョンを起していくことが重要です。 

こうしたことを踏まえ、イノベーション・エコシステム70の構築や産業交流の場等、

札幌から新たな価値が創出されるための仕組みを構築していきます。 

      

ウ 札幌経済を担う人材への支援 

企業が経済活動を行う上で、人材は重要な経営資源です。 

国は、人口減少に伴う労働力不足に直面する中において、創造性を発揮し付加価値を生

み出していく原動力が「人」であることから、人への投資を進めていくこととしています

（参照：経済財政運営と改革の基本方針２０２２）。 

札幌市においても、人口減少に伴う人材不足や若年層の道外流出等の課題を抱える中、

持続的な経済発展のためには、これまで以上に札幌経済を支える多様な人材の活躍が不可

欠です。 

このことから、産業振興を進める上で、「札幌経済を担う人材への支援」を横断的戦略に

位置づけます。 

 

(ア) 企業活動の源となる人材の確保と育成 

企業経営において、人材の確保は不可欠であるものの、生産年齢人口が減少する現状

において、人材確保は年々困難さを増しています。特に経営基盤の弱い中小・小規模企

業においては、待遇面等において優位性を持てないことから、大きな課題となっていま

す。 

また、デジタル化の進展等に対応し、企業が生産性を向上させていくためには、働く

人の専門性を高めていくことが今まで以上に重要となっています。 

企業が持続可能な企業活動を行うことはもちろんのこと、更なる成長をしていくため

に、企業活動の源となる人材の確保と育成を進めていきます。 

 

(イ) 多様な人材の活躍促進 

現代社会では、性別や国籍のみならず、働き方やキャリアなどに対する個人の価値観

の多様化が進んでいます。生産年齢人口の減少が進む札幌市において、持続可能な経済

発展を遂げるためには、今まで以上に、性別や年齢、国籍等にとらわれない多様性に富

 
70 イノベーション・エコシステム：行政、大学、研究機関、企業、金融機関などの様々な組織が相互に関与し、絶え間なくイ

ノベーションが創出される、生態系システムのような環境・状態 
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んだ人材の活躍が不可欠です。 

また、企業活動においても、多様な人材を生かし、その能力が最大限発揮できる機会

を提供することが、イノベーションの創出や生産性の向上、企業の競争力強化につなが

ります。 

このことから、多様な人材の活躍を促進していきます。 

 

(ウ) 道外・海外からの人材の呼び込み 

国が東京圏への一極集中の是正を目指す一方、札幌市は、特に若年層の進学や就職な

どの理由による道外への転出超過という状況が続いています。 

しかし、大都市でありながら豊かな自然に恵まれ、他の政令指定都市と比較してリー

ズナブルな住宅費等の良好な生活環境を有する札幌市の魅力は高く、市民の札幌の街に

対する愛着度や定住意向も高いものがあります。 

また、ＩＴ等の高度な知識や技能を持つ高度

外国人材は、海外とのビジネスの更なる拡大や

研究開発を通じたイノベーションの創出など、

さまざまな分野での活躍が期待されており、地

域経済の更なる発展にも寄与するものと考え

られます。 

このことから、札幌経済の担い手を増やし、

地域経済の活性化を図るため、道外・海外から

人材を呼び込みます。 

 

エ 持続可能な札幌経済の構築 

  人口減少に伴う人材不足や市場の縮小等、様々な社会課題を抱える札幌経済において、

従来の考え方では、今後、経済活動や企業活動を維持していくことが困難になっていくこ

とが予想されます。 

  また、これまで経済成長とは相反するものとして認識されていた環境問題等の社会課題

への対応が、近年、経済活動においても重要な要素となり、企業としての対応が求められ

ています。 

産業振興の観点から、市内経済全体で持続可能な経済活動に取り組んでいく必要がある

ことから、第２次産業振興ビジョンから新たに位置づける戦略として、「持続可能な札幌経

済の構築」を設定します。 

 

(ア) 札幌経済におけるデジタル化の促進 

国はデジタル田園都市国家構想を掲げ、デジタルの力で新たなサービスや共助のビジ

ネスモデルを生み出しながら、デジタルの恩恵を地域に届けていくことを目指していま

す。 

札幌市においても、人口減少やデジタル社会に対応し、あらゆる面で持続可能な札幌

資料：令和４年度第３回市民意識調査(札幌市) 

札幌の街愛着度 
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の街をつくるため、デジタル技術の有効活用により、都市・地域全体のデジタル化を図

るスマートシティの実現を目指しています。 

また、企業活動においても、デジタル技術を活用することは効率化等を通じ生産性を

向上させるとともに、新たなビジネスモデルの創出等により競争力を高めることにつな

がることから、今まで以上に、デジタル化を進めていくことの重要性が増しています。 

以上のことを踏まえ、市内経済全体でデジタル化への対応を促進していきます。 

 

(イ) ゼロカーボンと経済活動の両立 

平成２７年（２０１５年）のパリ協定採択以降、日本は令和３２年（２０５０年）の

脱炭素社会の実現を目標に掲げ、札幌市もゼロカーボン都市を目指すこととしているよ

うに、国内外で脱炭素化に向けた取組が進められており、取引や投資等のビジネスシー

ンにおいても重要性が増しています。 

加えて、企業イメージの向上や新たなビジネスモデルの創出等にもつながるほか、ウ

クライナをめぐる現下の世界情勢等によって顕著化したエネルギー価格の高騰やＧＸ

が進むことによる産業構造の変革等を見据えると、持続的な企業活動を行う上で、ゼロ

カーボンと経済活動の両立や脱炭素化に向けた積極的な取組は、今や欠かせない要素と

いえます。 

以上のことを踏まえ、ゼロカーボンと経済活動の両立を進めていきます。 

 

(ウ) 札幌経済におけるＳＤＧｓの取組の推進 

第２章のとおり、企業がＳＤＧｓに取り組むことは、企業イメージの向上による競争

力向上や人材の確保、新たなビジネスの創出、ＥＳＧ投資の獲得など、企業の成長戦略

の一つとなっています。（Ｐ３９参照） 

また、国際社会においてＳＤＧｓに取り組むことが取引条件となることが想定される

など、ＳＤＧｓに取組まない企業は競争力が低下していく恐れもあります。 

このように、ＳＤＧｓへの対応は、すべての市内企業にとっても必須の取組課題とな

っていることから、札幌経済におけるＳＤＧｓの取組を推進していきます。 

 

 

  



  
 

62 

６．数値目標 

  

資本主義社会において、市内経済規模の拡大を目指すことは重要ですが、今後、人口減少が進

んでいくことが見込まれる状況においては、国内・道内・市内の市場拡大によって経済規模を拡

大させていくことは実質的に困難となることが予想されます。このような背景において、持続可

能な経済を構築していくためには、企業が創出する付加価値や生産性を上げていくことが不可欠

であり、ひいてはそれが市民の豊かさやＱＯＬ71の向上にも繋がっていくものと考えられます。 

このことから、第２次産業振興ビジョンの産業振興の目的と基本理念の実現を目指すための指

標として、「人口一人当たりの市内総生産」を数値目標に掲げます。 

第２次産業振興ビジョンにおいては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による数値

の落ち込みが想定される期間を含む令和元年度（２０１９年度）～令和１４年度（２０３２年

度）において、リーマンショックからの回復期（平成２３年度（２０１１年度）～令和元年度

（２０１９年度））９年間の「人口一人当たりの実質市内総生産」の平均伸び率年間０．８％

（出典：札幌市「令和元年度市民経済計算」）を上回る年間１．０％以上上昇させ、令和１４年

度（２０３２年度）には人口一人当たりの市内総生産４３０万円の達成を目指してまいります。

また、計画期間終了時には、物価高騰等の社会経済情勢の変動を考慮した上で評価します。 

なお、計画期間の最終年度である令和１４年度（２０３２年度）中に公表される市内総生産は

令和１１年度（２０２９年度）のものであり、令和１１年度（２０２９年度）時点における目標

達成の目安となる総生産額は４１１万円となります。 

 

「人口一人当たりの市内総生産（名目）」 

【現状値】                 【目標値】 

３８６万円（令和元年度（２０１９年度））➡ ４３０万円（令和１４年度（２０３２年度）） 

 

 

 

Ｐ４３、Ｐ４４で前述したとおり、今後１０年の間に、国における１５０兆円を超えるＧＸ官

民投資の創出の動きや、道内における次世代半導体製造拠点の整備が見込まれています。これら

の好機を捉え、北海道・札幌市の強みを生かして新たな投資の呼び込みや関連産業の集積等の取

組を着実に推進し、幅広い産業分野にその効

果を波及させ、地域経済全体の発展につなげ

ることで数値目標の早期達成はもちろんのこ

と、令和１４年度（２０３２年度）には、全

国平均値を上回る人口一人当たりの市内総生

産額を目指してまいります。 

 
71 QOL： Quality of Life（クオリティ・オブ・ライフ）」の略称。生活の質。 

ＧＸ等の推進による更なる札幌経済の発展


